
 

 

 

     

2026年5月21日 

Kaname Capital, L.P. 御中 

 

フクダ電子株式会社 

代表取締役社長 白井 大治郎 

 

貴社レターに対する回答書 

貴社による2026年5月18日付け「貴社2026年5月14日付け開示に対する第三者委員会の設置及び再調査等の

要求」と題する書面（以下「貴社レター」）を拝受しました。当社が2026年5月14日に公表した「当社代表取

締役会長による経費の不適切利用等と再発防止策に関するお知らせ」（以下「本プレスリリース」）に関し、

貴重なご意見をいただきまして、ありがとうございます。もっとも、貴社レターに記載された内容には、客観

的な裏付けを欠くものが含まれていると認識しており、また、当社の監査役会による調査に関しても誤解に基

づくご指摘が含まれているものと考えております。つきましては、あらためて当社の考えを下記のとおり申し

上げます。なお、本書面で用いる略称は、本プレスリリースで用いたものと同一の意味を有するものとします。 

記 

1． 調査体制について 

貴社レターにおいては、本不適切利用等に関する当社監査役会の調査について、その独立性に疑義があると

して、日弁連ガイドラインに則した第三者委員会の設置が必要である旨の指摘がなされています。 

しかし、当社の監査役会は、独立性を有する社外監査役が過半数を占めており、対象者を含む当社経営陣か

ら独立した立場にあります。また、監査役会は、外部の第三者委員会とは異なり、法令に基づき、当社の業務

及び財産の状況を調査する権限を有しております。さらに、本件は当社のガバナンスに関わる重大な事案であ

ることから、迅速かつ適切に対応し、速やかに事実関係を明らかにし、自浄能力を示すことが、株主の皆さま

をはじめとするステークホルダーの利益に資するものといえます。これらを踏まえ、当社は、第三者委員会を

設置することなく、監査役会が主体となり、当社から独立した外部専門家である複数の弁護士の助力を得て調

査を実施いたしました。監査役会は、経理関係書類の精査及び対象者を含む関係者に対するインタビュー等を

実施しており、その結果を踏まえ、当社としては、客観性及び相当性を備えた、十分な調査が実施されたもの

と判断しております。 

2． 個別のご指摘事項について 

貴社レターに記載された事実関係の一部については、事実と異なる点が見られます。主要な点について、以

 



下のとおりご説明いたします。 

(1) 地下駐車場の利用について 

当社本郷事業所の地下駐車場について、「（対象者）個人の私用車を保管するために設計された蓋然性

が高い」、地下駐車場全体が対象者によって「専有使用されていた」などと記載されていますが、いず

れも事実と異なります。当社本郷事業所の地下駐車場は、東京都駐車場条例に基づく床面積に応じた附

置義務台数を満たすために設計されたものです。当該地下駐車場には当社の社用車も駐車されており、

対象者が「専用使用」していたとの事実はありませんし、「福田会長と一部の秘書を除く者は立ち入り

ができない構造となって」いたとの事実もありません。 

(2) 交際費に関する指摘について 

「1回の会食で400万円超」の交際費が会社経費として計上されていたとのご指摘については、監査役

会の調査において、当該費用は、対象者個人が負担していたことが裏付け資料に基づき確認されていま

す。また、「百万円単位の高額飲食費の虚偽計上は年に数回、40万円以上の飲食費の虚偽計上は月に

数十回」とのご指摘についても、当社の総勘定元帳を含む関連資料の精査等を行った結果、そもそも「虚

偽計上」と評価される事実は確認されておりません。加えて、過去10年間において、100万円を超える

社外飲食費の支出は確認されず、また、対象者が出席した40万円を超える社外飲食費の支出について

も十数件にとどまっており、その多くについて業務関連性の認められるものでした。 

(3) 経費精算に関する指摘について 

「経費精算書において実際の会食出席者を虚偽申告するという積極的な隠蔽行為の存在」との指摘につ

いても、監査役会の調査において、対象者が「虚偽申告」をしていたとの事実は確認されておりません。 

3． 貴社ご要求事項について 

以上のとおりであり、本不適切利用等については、監査役会による調査が適切に実施されており、その結果

については、再発防止策と併せて本プレスリリースにて公表済みです。したがって、①本件に関する記者会見

の実施、②日弁連ガイドラインに則した第三者委員会の設置、及び③経営責任の再検討については、いずれも

現時点において予定しておりません。 

また、法定開示書類等については、引き続き法令等に従って、適切に作成してまいります。さらに、過年度

決算につきまして、本不適切利用等は、当社グループの売上高及び利益水準に照らし、投資家の投資判断に重

要な影響を及ぼすものではないと判断しております。このため、有価証券報告書の訂正や税務申告の訂正等を

行うことも、現時点において予定しておりません。 

4． 最後に 

本件に関し、貴社を含めて、当社の株主の皆さま及びお取引先の皆さまをはじめとする関係者の皆さまに、

多大なご迷惑とご心配をおかけしましたことを改めて深くお詫び申し上げます。当社としては、今後も再発防

止策の着実な実行を通じて、信頼回復に努めてまいります。 

何卒ご理解を賜りますようお願い申し上げます。 

以 上 


